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（はじめに） 

昨年の 2017年 6月 9日に閣議決定された「未来投資戦略」には成長戦略を加速するため、参加者や期

間を限定することにより、既存の規制にとらわれることなく新しい技術等の実証を行うことを可能とす

る環境を整備するため、規制のサンドボックス（砂場＝実験場）制度を創設することが明記されたこと

を記憶している人は多いだろう。しかしその後この制度はどのようになったのか。ほとんど報道される

ことがなかったので、この制度は人々の記憶から消え去りつつあり、構想倒れに終わったと思っている

人も少なくないのではないか。そこでこの制度の現状を確認しておくことにしよう。 

実は、民間の投資を促すアベノミクス「第 3 の矢」をテコ入れし、次世代の技術やサービスを実証す

るため一時的な規制の凍結を認める「生産性向上特別措置法」（いわゆるサンドボックス法）が 2018 年

5月 16日に成立し、6月 6日に施行されている。企業の提案をもとに技術革新を生む環境を整え、1人

当たりの稼ぐ力を高める一方、利権を脅かされる既得権層の抵抗を抑えて、規制凍結の実効性を高める

ことが目的である。 

規制凍結解除の仕組みである「サンドボックス」には構想段階では 2 種類があり、一つが、今回の法

律に盛られた企業の提案ごとに規制凍結を認める「プロジェクト型」であり、いま一つが国家戦略特区

ごとに規制凍結を認める「地域限定型」であるが、後者は加計学園問題の余波を受けて継続審査となり、

本法においては実現していない。 

 

（本法の概要） 

プロジェクト型のサンドボックス制度は、2020年度までの 3年間限定で、一定の条件を満たす企業の

提案に基づき、一時的な規制の凍結を認め、あらゆるモノがネットにつながる「IoT」や人工知能（AI）

などを使った新技術の実験を促し、成長戦略に役立てる。実験で問題がなければ、規制の見直しを本格

的に検討することになる。 

プロジェクト型サンドボックス制度は内閣官房に設けられた窓口が企業から実証の計画を受け付ける。

専門家を集めた評価委員会が、規制を凍結しても法令上の問題がないかといった点についての意見を提

示し、そのうえで規制を所管する省庁の大臣が計画を認定し、早ければ年内にも同法に基づく案件が決

まる予定だ。 

 

（当面の課題） 

当面、フィンテックやライドシェア（相乗り）、自動運転など次世代技術の実用化が本法の成立をきっ

かけに動き出せば、第四次産業革命、Society5.0 が打ち出している生産性の底上げが期待できる。日本

経済の実力を示す潜在成長率は現在 1％弱程度だが、政府は財政健全化などで実質 2％の経済成長率を掲

げている。人口が減っても高めの成長で安定するには高齢者や女性の就労を増やすとともに、生産性を

高めて潜在成長率を押し上げなければいけないという意味で本法に対する期待は大きい。ただ、課題は

既得権者らの抵抗を抑えられるかどうかであると言われており、この為、首相官邸の関与で規制凍結を
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前進させやすくするため規制凍結の緩和に向けた関係省庁の動きが鈍い場合、内閣官房に置かれた評価

委員会は首相を通じて勧告できる仕組みが採られている。当面、2020年の東京オリンピックまでに、諸

外国で一般貸しつつあるライドシェアについて、タクシー業界などの抵抗で規制凍結の取り組みができ

るかどうかが一つの焦点である。 

このほか、法律には、データの共有・連携のための IoT投資の減税措置（特別償却 30%又は税額控除

3%（賃上げを伴う場合は 5%））を講ずるとともに、中小企業の生産性向上のため、市町村の認定を受け

た設備投資に係る固定資産税を 3 年間ゼロから 1/2 の間で、市町村が条例で定める率まで軽減する措置

が定められた（図表）。 

 

（図表）「サンドボックス」制度を創設する「生産性向上特別措置法」の概要 

 

（注）経済産業省公表資料による。 
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